平成２５年６月１２日

新潟市議会議長　様

議　員　　野本　孝子
質問通告書
　次のことについて質問したいので，会議規則第61条第２項の規定により通告します。

	質問方式
	一　括　　・　　一問一答　　・　　分　割


	発言の要旨
１．
国民健康保険料の負担軽減について

（１）国保の「広域化」について

ア．国庫負担の削減による国保財政の悪化と国保料の高騰によって、滞納世帯が増加し、ペナルティで短期保険証・資格証明がを発行され、さらに財産調査・差押をしてまで滞納保険料の収納を強めるなど、国保の本来の役割である、住民の医療保障が後退させられるという現状は、「国保の危機」といわざるを得ないが、市長の認識をうかがう
イ．国はこの危機を打開するとして「広域化」路線を推進し、「都道府県単位化」にむけて制度改変を行っているが、市町村にとっては財政難を「国保同士の助け合い」にするだけであり、住民には一般会計繰入の廃止による保険料の値上げと徴収強化、給付抑制を押しつけられるだけで、何ら「国保の危機」は解決されないと考えるが、市長の認識をうかがう
ウ．2015年から改変された「保険財政共同安定化事業」が実施されるが、国保の保険者は市町村であり、一般会計の繰入や各種の独自施策を続けることは可能であると考えるがどうか
（2） 社会保障制度改革推進法では、年金・医療・介護は「社会保険制度を基本とする」としているが、国保法第1条で「社会保障」と明記している理念に反し、保険原理をさらに徹底させ、保険料の値上げにつながると考えるが、市長の認識をうかがう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
（３）
国民健康保険料減免制度の拡充について

ア．「国保料は相当に高い」ということは、いまやすべての認識になっており、高い国保料の負担軽減は重要な課題になっていると考えるがどうか

1． 本市は国民健康保険料減免基準があるにもかかわらず、利用者がきわめて少ないのは、適用基準が厳しすぎることが原因であり、基準の改定を検討すべきと考えるがどうか
　ウ．本市の減免基準は恒常的な低所得者に対する基準がないため、所得の20％近くも占める保険料負担に苦しむ世帯の救済がされていない。世帯の担税能力の判断を生活保護基準を目安にして、減免を行うべきではないか
エ．保険料減免制度の周知徹底を行うこと

２．空き家対策について

（１）憲法25条の生存権保障の根幹は住宅保障であるといわれ、家を借りることさえ困難な「ハウジングプア(住まいの貧困)」対策として、公営住宅の建設や民間賃貸住宅居住者への家賃補助制度の創設が求められていると考えるが、市としての検討状況はどうか
（２）国が戦後一貫してすすめてきた「持家中心」、「市場原理重視」の住宅政策によって、狭小で過密、高家賃の住宅が大量に供給されてきたが、時代の変化とともに空き家が増え、修繕もされないまま放置され、大きな社会問題になっており、対応策が求められていると考えるがどうか

（３）公営住宅の入居募集の倍率の高さからも、低家賃で良質な住宅に住み続けたいとの要望は強く、また中古住宅を求める若い世代が増えていることから、空き家を活用して供給していくことを検討すべきと考えるがどうか
（４）「住生活基本計画」では、少子高齢化や低成長経済の影響で住宅困窮者が多様化する中、空き家・空マンションなどを社会資源として再生・活用を推進する方針である。本市もその取り組みを強化・促進すべきと考えるがどうか 


（５）市は、平成24年度に「モデル地区における空き家実態調査」を実施したが、その結果をどうとらえているのか、また今後の課題は何だと考えているのか

（６）実態調査の結果をふまえた新しい事業の検討について

ア．空き家の適正な維持管理と活用をすすめるために、リフォームや除却費用を支援する事業を検討してはどうか

イ．空き家を活用して住宅困窮者への住宅提供ができるように、民間の事業所やNPO法人などと連携して取り組むシステムを検討してはどうか
ウ．空き家の適正管理と活用に関する条例、または要綱の策定を検討してはどうか



